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北九州市まち・ひと・しごと創生 

総合戦略 

平成２７年６月４日 

北九州市

素 案 

※基本目標の数値等をはじめとする本素案

の記述は、今後、関係各界との議論を深め

ていくことを前提とした、現段階でのもの

である。 
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第１章 人口の現状と将来展望 

１ 人口の現状 

（１）総人口の推移及び将来推計（図１、２） 

昭和３８（１９６３）年に５市が合併して以後、北九州市の人口は増加傾向を示し、

昭和５４（１９７９）年に１,０６８，４１５人とピークを迎えた。しかし、その後は

一貫して人口は減少し、平成１７（２００５）年には１００万人を下回り、平成２６

（２０１４）年では９６３，２５９人となった。 

図１ 北九州市の人口の推移 
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図２ 北九州市の人口の推移 
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（２）年齢３区分の人口推移（図３） 

年齢３区分とは、１５歳未満の「年少人口」、１５歳～６４歳の「生産年齢人口」、 

６５歳以上の「老年人口」である。 

年少人口は第２次ベビーブーム（昭和４６～４９（１９７１～１９７４）年）を境

に減少し、平成２２（２０１０）年には年少人口のピークであった昭和５０（１９７

５）年の約半数となった。 

   生産年齢人口は、若い世代の就職期の他都市流出や、産業構造の変化による企業の

撤退などで減少している。昭和６０（１９８５）年頃から減少幅が大きくなり、平成

１７（２００５）年から平成２２（２０１０）年の５年間で約４万人も減少した。 

老年人口は年々増加し、高齢化社会を露呈している。昭和４５（１９７０）年に約

６万人だったのに対し、平成２２（２０１０）年には約２４万５千人となり、約４倍

に増加した。 

図３ 北九州市の３区分別人口の推移 

（３）社会動態、自然動態の推移（図４、５） 

社会動態は昭和４０（１９６５）年から一貫して転出超過であり、昭和の時代には 

１年間で１万人以上の転出超過の時期があったが、近年は徐々に落ち着いてきており、 

特に最近１０年の平均ではおよそ１，０００人台まで縮小している。 

一方、自然動態は昭和４５（１９７０）年をピークに、その後は年々減少しており、

平成１５（２００３）年には死亡数が出生数を上回った。更に、平成２６（２０１４）

年には出生数が８，０００人を下回り、少子高齢化が益々進行していることが伺える。 
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図４ 北九州市の社会動態の推移 

図５ 北九州市の自然動態の推移 
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（４）総人口の推移に与えてきた社会増減及び自然増減の影響（図６） 

昭和５７（１９８２）年頃までは、社会動態の減少分を自然動態で補っていたが、

自然動態の減少により補えなくなり、人口は減少している。 

近年、社会動態の減少は落ち着いてきているものの、自然動態の死亡数が出生数を

上回り、依然として人口減少が続いている。 

図６ 北九州市の人口増減、自然増減、社会増減の推移 

（５）年齢階級別の人口移動の状況（図７） 

北九州市には多くの大学・高校等があるため、１５～１９歳の若年者が多く来てお

り、転入が転出を上回っている。しかし、大学等を卒業後、就職をする年代で福岡市

とは反対に多くの若年者が北九州市から転出しており、２０歳代は転出が転入を上回

っている。また、転職期とされる３０歳代も転出が転入を上回っている。 

図７ 年齢階級別の人口移動（福岡市との比較） 
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（６）地域間の人口移動（図８、９） 

平成２５（２０１３）年１０月から平成２６（２０１４）年９月までの１年間で、

３大都市圏（関東、東海、近畿）への転出超過者が１，６９２人であった。特に関東

への転出超過が１，３２２人と約８０％を占めており、東京一極集中であることが分

かる。 

しかし、東京都以上に、福岡市への転出超過が深刻である。九州・沖縄への転出超

過は１，２３１人であるが、内訳を見ると福岡市には１，２１３人も転出しており、

関東への転出数と大差ない。県別に比較をしてみると、九州７県のうち、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島の５県からは転入超過であるが、福岡市への転出分は補えていな

い。 

図８ 北九州市の各地方に対する転入・転出 

図９ 北九州市の九州各県に対する転入・転出 
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（７）出生数と現在の年齢別人口の差（定着率）（図１０） 

図１１は、その年に出生した人数と現在人口を棒グラフで表したものである。 

   ２３歳までは出生と現在人口がほぼ同数であるが、就職期の２４歳から現在人口が

出生数を下回っており、北九州市に定着せず、他都市へ多くの人が流出したことが伺

える。 

図１０ 北九州市の出生数と現在の年齢別人口の差（定着率） 

（８）高齢化率（図１１、１２） 

   高齢化率を２０政令市で比較してみると、北九州市が一番高い。更に、高齢化率が

高い都市は、人口も減少傾向にある。 

図１３を見ると、北九州市の６５歳以上の老年人口の数は平成３２（２０２０）年

に、７５歳以上は平成４２（２０３０）年にピークを迎えるが、総人口に占める割合

は平成５２（２０４０）年にピークを迎える。高齢者の絶対数は減っていくが、それ

以上に年少人口と生産年齢人口が減り続けるため、老年人口の割合は上昇する。 

図１１ 政令市の推計人口及び高齢化率 
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図１２ 北九州市の総人口に占める年代別の人数と割合 

（９）合計特殊出生率と出生数（図１３、１４） 

   平成２５（２０１３）年の北九州市の合計特殊出生率は、１．５５と全国平均の１．

４３を上回り、政令市の中でもトップである。しかし、子供を産む世代の人口が減少

しているため、合計特殊出生率が高くても出生数は減少している。 

図１３ 合計特殊出生率の政令市比較（Ｈ２４年） 
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図１４ 合計特殊出生率と出生数の推移 

（10）流入流出人口（図１５） 

   毎日、市外から北九州市に流入（通勤・通学含む）している人が７３，８１１人、

北九州市から市外に流出（通勤・通学含む）している人が４７，０００人いる。差し

引き２６，８１１人が昼間、北九州市に来ている。昼間人口が多いことで、買い物や

食事などによる経済効果やにぎわいの創出につながっている。 

図１５ 北九州市の１日あたりの流入流出人口（Ｈ２２年国勢調査） 
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【産業別の従事者数】 

【産業別の従事割合】 

正規雇用 非正規雇用 正規雇用 非正規雇用 正規雇用 非正規雇用 正規雇用 非正規雇用

北九州市 49.7% 50.3% 79.0% 21.0% 62.0% 38.0% 65.7% 34.3%

全国 50.6% 49.4% 77.0% 23.0% 63.2% 36.8% 65.8% 34.2%

福岡市 52.5% 47.5% 76.1% 23.9% 63.3% 36.7% 64.5% 35.5%

熊本市 40.5% 59.5% 75.6% 24.4% 64.5% 35.5% 65.0% 35.0%

第1次産業 第2次産業 第3次産業 全産業

第1次産業 第2次産業 第3次産業

北九州市 3,252 100,310 299,301

全国 2,381,415 14,123,282 39,646,316

福岡市 4,138 84,155 517,314

熊本市 12,280 53,403 251,965

第1次産業 第2次産業 第3次産業

北九州市 0.8% 24.9% 74.3%

全国 4.2% 25.2% 70.6%

福岡市 0.7% 13.9% 85.4%

熊本市 3.9% 16.8% 79.3%

（11）産業別の従事者数（図１６、１７） 

   北九州市は第３次産業、いわゆるサービス産業が少ないと言われているが、第３次

産業に従事している人は７４．３％おり、全国の７０．６％を上回っている。しかし、

人口が急激に増加している福岡市は８５．４％と非常に高く、若者が望む職が多いこ

とが伺える。 

   しかしながら、正規・非正規雇用の割合で見ていくと、北九州市の第２次産業の正

規雇用者の割合は７９．０％と第３次産業の６２．０％に比べて高い。 

図１６ 産業別の従事者数及び割合 

図１７ 産業別の正規雇用・非正規雇用の割合 
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２ 人口の将来傾向と展望 

（１）人口の将来傾向（図１８） 

①パターン１：社人研の推計を２０６０年まで延長した場合 

現在、社人研が公表している全国自治体の将来推計（２０４０年まで）のうち、本

市の推計値は、７８４，１６２人となっている。 

また、この値を国の計算式（内閣官房のワークシートを活用）により、２０６０年

まで延長すると、６１４，６２９人となる。 

②パターン２：合計特殊出生率を国の試算と合わせた場合 

国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンにおいては、社人研の将来推計人口を踏

まえ、仮に２０４０年頃に合計特殊出生率が人口置換水準である２．０７までに回復

するならば、２０６０年に総人口１億人を確保でき、２０９０年頃には人口が定常状

態になると見込んでいる。 

その将来推計では、合計特殊出生率が、２０２０年に１．６、２０３０年に１．８、

２０４０年に２．０７が達成されるケースを想定している。 

本市において、その数値を①の計算式にあてはめると、２０４０年に８３８，１０

１人、２０６０年に７３５，５５１人となる。 

図１８ 合計特殊出生率が人口の推計に与える影響 
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（２）将来展望 

本市では、社会動態及び自然動態が減少していることにより、人口が減少している。 

一方で、子育て支援環境の充実が高い評価を受けていることもあり、本市の合計特

殊出生率は政令市でトップとなっている。 

２０２０年は東京オリンピックが開催予定で、東京一極集中が進行する要因はある

が、国や県と一体となり、更にはオール北九州による多方面からの地方創生の取組を

行うことで、社会動態をプラスに転じさせ、人口減少のスピードを緩めることに挑戦

していき、将来にわたって活力ある北九州を維持していくものである。 


